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令和令和令和令和３３３３年度年度年度年度    宇佐市一般会計宇佐市一般会計宇佐市一般会計宇佐市一般会計当初当初当初当初予算の概要予算の概要予算の概要予算の概要    

    

    

    

    

    

    

    

    

１．１．１．１．予算予算予算予算のののの概要概要概要概要    

    

令和３年度の一般会計当初予算は、今年４月に市長選挙が予定されていることから

骨格予算として編成し、予算規模は２８９億６，０００万円、対前年度比８．６％の

減額となっております。ただし、国の令和２年度第３次補正予算に伴い、農業生産基

盤整備事業や都市計画道路事業をはじめ、国土強靭化に関連した道路施設の長寿命化

対策などを前倒した３月補正予算と合わせ、「１３カ月予算」として切れ目ない予算執

行を進める方針であります。前倒した予算を加えると、実質２９３億６，０００万円、

対前年度比７．４％の減額となっております。 

骨格予算については義務的経費や継続事業を基本とし、増加要因としては、重度障

害医療費や予防事業（インフルエンザ）などの社会保障（子育て・医療・福祉）関連

経費に加え、新型コロナウイルス感染症に伴う保育所等の感染予防対策や、小中学校

における学習指導員の追加配置に要する経費などがあげられます。 

一方、普通建設事業は、令和２年度への前倒しや本体工事費等を肉付け予算に回し

たところでありますが、継続事業である中須賀団地建替事業、国道沿線地域複合施設

整備事業、ＪＲ柳ヶ浦駅周辺整備事業などについては必要額を確保しております。こ

のほか、人件費は２．６％減、公債費は、利率の低下などにより２．３％減となって

おります。 

また、宇佐市まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付けた子ども子育て支援、移

住定住促進などについても継続事業分として年度当初より執行が必要な経費を計上す

るとともに、雇用対策、健康増進対策、広域ごみ処理施設整備事業（クリーンセンタ

ー）に係る負担金なども必要額を計上しております。 

    
予算規模予算規模予算規模予算規模        28282828,,,,960960960960,,,,000000000000 千千千千円円円円    

    
令和令和令和令和２２２２年度予算年度予算年度予算年度予算    31,70231,70231,70231,702,,,,000000000000 千円千円千円千円（（（（△△△△2,7422,7422,7422,742,,,,000000000000 千円）千円）千円）千円）    

1 



・歳入 （単位：千円、％）

歳 入 款
令和３年度
当 初 予 算

令和２年度
当 初 予 算

増 減 額 増 減 率 増 減 の 主 な 事 項

市 税 5,900,000 5,950,000 ▲ 50,000 ▲ 0.8 主管課試算及び地方財政計画参考

地 方 譲 与 税 322,000 327,000 ▲ 5,000 ▲ 1.5 地方財政計画及び県試算値参考

利 子 割 交 付 金 4,000 4,000 0 0.0 　　　　　　　〃

配 当 割 交 付 金 15,000 16,000 ▲ 1,000 ▲ 6.3 　　　　　　　〃

株式等譲渡所得割
交 付 金

16,000 5,000 11,000 220.0 　　　　　　　〃

法人事業税交付金 87,000 70,000 17,000 24.3 　　　　　　　〃

地方消費税交付金 1,205,000 1,290,000 ▲ 85,000 ▲ 6.6 　　　　　　　〃

ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

100 100 0 0.0 　　　　　　　〃

環 境 性 能 割
交 付 金

21,000 20,000 1,000 5.0 　　　　　　　〃

地 方 特 例 交 付 金 55,001 29,000 26,001 89.7 　　　　　　　〃

地 方 交 付 税 8,425,000 8,595,000 ▲ 170,000 ▲ 2.0 　　　　　　　〃

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

8,466 9,066 ▲ 600 ▲ 6.6 　　　　　　　〃

分担金及び負担金 111,804 106,974 4,830 4.5
私立保育所保護者負担金などの減
農地耕作条件改善事業分担金、老人施設入所者
保護費負担金などの増

使用料及び手数料 649,992 665,542 ▲ 15,550 ▲ 2.3
住宅使用料、し尿処理手数料、可燃物処理場使
用料などの減

国 庫 支 出 金 4,508,041 4,816,914 ▲ 308,873 ▲ 6.4

社会資本整備総合交付金（公営住宅等整備事
業）、都市再生整備計画事業補助金 などの増
道路メンテナンス事業補助金、保育所等整備交
付金などの減

県 支 出 金 2,869,630 3,123,049 ▲ 253,419 ▲ 8.1

重度心身障害者医療費給付事業費負担金、など
の増
活力あふれる園芸産地整備事業費補助金（ぶど
う）、企業立地基盤整備費補助金などの減

財 産 収 入 10,429 9,865 564 5.7 土地建物貸付収入の増

寄 附 金 300,001 100,001 200,000 200.0 ふるさと応援寄附金の増

繰 入 金 1,947,646 2,912,545 ▲ 964,899 ▲ 33.1
公共施設整備基金、福祉のまちづくり基金、財
政調整基金などの減

繰 越 金 1 1 0 0.0

諸 収 入 187,826 218,543 ▲ 30,717 ▲ 14.1
大分県自治人材育成センター人件費、大分県防
災ヘリコプター運航連絡協議会人件費などの減

市 債 2,316,063 3,433,400 ▲ 1,117,337 ▲ 32.5

合併特例債（新庁舎建設等）、緊急防災・減災
事業債（防災情報システム整備等）などの減、
過疎債（国道沿線地域複合施設等）、臨時財政
対策債などの増

合 計 28,960,000 31,702,000 ▲ 2,742,000 ▲ 8.6

令和３年度　当初予算（一般会計）の概要令和３年度　当初予算（一般会計）の概要令和３年度　当初予算（一般会計）の概要令和３年度　当初予算（一般会計）の概要
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・歳出（目的別） （単位：千円、％）

歳 出 款
令和３年度
当 初 予 算

令和２年度
当 初 予 算

増 減 額 増 減 率 増 減 の 主 な 事 項

議 会 費 233,800 239,276 ▲ 5,476 ▲ 2.3 議員共済組合負担金の減

総 務 費 3,726,732 3,909,604 ▲ 182,872 ▲ 4.7
宇佐市ふるさと応援基金事業などの増
新庁舎建設事業、新庁舎周辺整備事業、国勢調
査費などの減

民 生 費 10,271,020 10,515,201 ▲ 244,181 ▲ 2.3

介護保険特別会計繰出金、保育対策総合支援事
業などの増
扶助費、介護サービス基盤整備事業、児童手当
などの減

衛 生 費 3,725,912 3,642,669 83,243 2.3

後期高齢者医療広域連合負担金、予防事業（大
人の風しん）などの減
宇佐・高田・国東広域事務組合負担金、小規模
給水施設整備事業などの増

労 働 費 64,731 64,142 589 0.9 USA人材UIターン雇用拡大推進事業などの増

農 林 水 産 業 費 1,800,158 2,071,266 ▲ 271,108 ▲ 13.1

農地耕作条件改善事業、農業競争力強化基盤整
備事業などの増
地籍調査事業費、ため池等整備事業、基幹水利
施設保全対策事業、多面的機能支払交付金事業
などの減

商 工 費 501,423 589,751 ▲ 88,328 ▲ 15.0
中小企業資金融資利子補助事業（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対
策）などの増
企業立地基盤整備事業の減

土 木 費 2,186,494 2,646,493 ▲ 459,999 ▲ 17.4

公営住宅等整備事業（中須賀団地建替事業）、
ＪＲ柳ヶ浦駅周辺整備事業などの増
都市計画道路上田四日市線整備事業、道路メン
テナンス事業、臨時地方道整備事業などの減

消 防 費 954,340 2,405,137 ▲ 1,450,797 ▲ 60.3
消防格納庫整備事業などの増
防災情報システム整備事業、消防救急車両整備
事業などの減

教 育 費 2,349,779 2,401,624 ▲ 51,845 ▲ 2.2

教師用教科書・指導書購入費（小学校）、学校
施設長寿命化計画策定事業、宇佐海軍航空隊跡
保存整備事業などの減
小中学校教育システム最適化事業、スクール・
サポート・スタッフ配置事業などの増

災 害 復 旧 費 70 70 0 0.0

公 債 費 3,080,540 3,151,766 ▲ 71,226 ▲ 2.3
合併特例債等の元金償還費、利率の低下に伴う
利子償還費などの減

諸 支 出 金 1 1 0 0.0

予 備 費 65,000 65,000 0 0.0

合 計 28,960,000 31,702,000 ▲ 2,742,000 ▲ 8.6

令和３年度　当初予算（一般会計）の概要令和３年度　当初予算（一般会計）の概要令和３年度　当初予算（一般会計）の概要令和３年度　当初予算（一般会計）の概要

3



・歳出（性質別） （単位：千円、％）

歳 出 区 分
令和３年度
当 初 予 算

令和２年度
当 初 予 算

増 減 額 増 減 率 増 減 の 主 な 事 項

人 件 費 6,248,303 6,417,923 ▲ 169,620 ▲ 2.6 退職手当などの減

物 件 費 3,671,667 3,608,410 63,257 1.8
ふるさと応援寄附金返礼品、小中学校教育シス
テム最適化事業などの増

維 持 補 修 費 245,801 251,523 ▲ 5,722 ▲ 2.3 可燃物処理費などの減

扶 助 費 7,601,803 7,767,807 ▲ 166,004 ▲ 2.1
重度心身障害者医療費給付事業などの増
生活保護費、児童手当、子ども医療費助成事業
などの減

補 助 費 2,759,600 2,905,062 ▲ 145,462 ▲ 5.0 下水道事業会計繰出金などの減

普 通 建 設 事 業 費 2,448,967 4,711,950 ▲ 2,262,983 ▲ 48.0

う ち 補 助 事 業 933,854 1,391,875 ▲ 458,021 ▲ 32.9

中須賀団地建替事業、ＪＲ柳ヶ浦駅周辺整備事
業などの増
道路メンテナンス事業、社会資本整備総合交付
金事業などの減

う ち 単 独 事 業 1,252,710 3,042,624 ▲ 1,789,914 ▲ 58.8
宇佐・高田・国東広域事務組合負担金などの増
防災情報システム整備事業、企業立地基盤整備
事業、新庁舎建設事業などの減

う ち 県 営 事 業 262,403 277,451 ▲ 15,048 ▲ 5.4
農地耕作条件改善事業などの増
ため池等整備事業、農業競争力強化基盤整備事
業などの減

災 害 復 旧 費 70 70 0 0.0

公 債 費 3,080,939 3,152,165 ▲ 71,226 ▲ 2.3
合併特例債の元金償還費、利率の低下に伴う利
子償還費の減

積 立 金 150,018 127,532 22,486 17.6 ふるさと応援基金の増

貸 付 金 64,000 64,000 0 0.0

繰 出 金 2,623,832 2,630,558 ▲ 6,726 ▲ 0.3
介護保険特別会計繰出金などの増
国保特別会計繰出金、後期高齢者医療広域連合
負担金などの減

予 備 費 65,000 65,000 0 0.0

合 計 28,960,000 31,702,000 ▲ 2,742,000 ▲ 8.6

令和３年度　当初予算（一般会計）の概要令和３年度　当初予算（一般会計）の概要令和３年度　当初予算（一般会計）の概要令和３年度　当初予算（一般会計）の概要
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（単位：千円、％）

令和３年度 令和２年度
当 初 予 算 当 初 予 算

国 民 健 康 保 険 6,887,000 6,977,000 ▲ 90,000 ▲ 1.3
療養給付費、国民健康保険事業費納付金など
の減

介 護 保 険 6,850,000 6,673,500 176,500 2.6
第8期介護保険事業計画策定による保険給付
費の増

後 期 高 齢 者 医 療 791,000 764,600 26,400 3.5 後期高齢者医療広域連合納付金の増

合 計 14,528,000 14,415,100 112,900 0.8

（参考）　令和３年度　当初予算（特別会計）の概要

会 計 名 増 減 額 増 減 率 増 減 の 主 な 事 項
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総務部関係総務部関係総務部関係総務部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

【総務課】
国
県
起債
その他 20,000
一財 10,000

【総合政策課】
国
県
起債
その他 13,221
一財 46
国
県 2,300
起債
その他 350
一財 53,359
国
県
起債
その他 2,345
一財
国
県
起債
その他

一財 4,068
国
県
起債
その他 2,000
一財 926
国
県
起債
その他 41,345
一財 2,357

【秘書広報課】
国
県
起債

その他

一財 604
国 6,000
県
起債
その他

一財 3,406
国 305
県
起債
その他

一財 305
国 600
県
起債
その他

一財 600

【行財政経営課】
国
県
起債 225,100
その他 10,000
一財 2,000

※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

２．主要事業一覧２．主要事業一覧２．主要事業一覧２．主要事業一覧

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

1
自治区集会所建
設補助事業

P56

30,000
地域の発展と住民福祉の向上に資するため、自治区集会所
の建設及び修繕事業に対して補助金を交付する。

2・1・13

3
コミュニティバ
ス運行事業

P49

56,009
路線バスが運行していない地域及び路線バスが撤退した地
域の公共交通空白地域を中心にコミュニティバスの運行を
行う。2・1・7

11
語学教室・文化
交流活動支援事
業

P49

1,200
市内に在住する外国人に対し、日本の地域文化への理解や
語学力の向上を目的として、講座等の開催に必要な経費の
一部を助成する。2・1・7

8
多文化共生推進
事業

P49

604

宇佐市多文化共生推進・国際交流推進プランに基づき、市
内在住の外国人が地域社会の構成員として共に生きていく
ための環境を整え、地域における多文化共生を推進する。
　事業内容：外国人向けUSA魅力体験ツアー
　　　　　　市民懇話会の実施　等

2・1・7

10
外国人労働者支
援ネットワーク
構築事業

P49

610

市内在住の外国人が地域に溶け込み易い環境づくりの一環
として、市民の理解促進や日本語指導者の育成の支援を行
うため、人材発掘や人材育成、ネットワークづくりを行
う。2・1・7

新庁舎建設事業

P47

237,100

本庁庁舎が抱える①耐震脆弱性、②老朽化、③狭隘化（窓
口分散）、④バリアフリー対応不足、⑤防災拠点としての
機能不足、⑥駐車場不足などの諸課題を解決するため建設
した新庁舎について、前年度に引き続き外構工事を行う。2・1・5

6
デジタル市役所
推進事業

P53

2,926

市民への行政サービスの利便性向上と職員の働き方改革を
推進するため、業務のペーパーレス化等、デジタル化推進
を図る。
　事業内容：議事録作成システム・AI‐OCRの導入2・1・8

7
地域情報通信基
盤整備事業

P58

43,702
民間電気通信事業者が採算性の問題から光インターネット
サービスを提供できない地域に対し、高速で大容量化に対
応した光ケーブルを敷設し、情報通信基盤の整備を行う。2・1・17

12

9 (新)
外国人総合相談
センター運営事
業

P49

9,406
市内在住の外国人や外国人に関わる市民からの相談に対応
ができる体制を整えるとともに、相談センター主催の多文
化共生推進イベントを実施する。2・1・7

4 (新)
公共交通不安解
消対策事業

P49

2,345
利用者が円滑にコミュニティバスを利用できるよう、コ
ミュニティバスに乗降用の電動ステップを設置し、乗降時
の不安解消を図る。2・1・7

2
豊前善光寺駅構
内整備事業

P49

13,267
豊前善光寺駅利用者の駐輪場整備を行い、駐輪場不足の解
消と駅構内の環境整備を図る。

2・1・7

5 (新)
高校生路線バス
通学定期券補助
事業

P49

4,068
路線バスを利用して市内高等学校に通う生徒に対し、路線
バス利用促進及び世帯の経済的負担の軽減を図るため、路
線バスの通学定期券購入費に対して助成を行う。2・1・7

6



総務部関係総務部関係総務部関係総務部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

【まちづくり推進課】
国
県
起債
その他 300,001
一財
国
県
起債
その他

一財 45,473

国

県 10,700

起債

その他 30,000

一財 7,758

国
県 1,500
起債
その他

一財 1,500
国
県 6,750
起債 9,000
その他 12,477
一財 50,390

【危機管理課】
国
県
起債
その他

一財 2,594
国
県 200
起債
その他

一財 200
国
県
起債
その他

一財 1,415
国
県
起債
その他

一財 2,388

【安心院支所地域振興課】
国
県
起債 154,200
その他 5,000
一財 2,900

【院内支所地域振興課】
国
県
起債
その他 82
一財 463

※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

18
運転免許証自主
返納者支援事業

P55

2,594

高齢による身体機能の衰えが一因となる交通事故が多発す
る傾向にあることから、運転免許証を返納した高齢者に対
してバスの回数券またはタクシーの回数券を交付し移動手
段を確保することで、安全な交通環境を実現する。2・1・11

19
特殊詐欺等防止
電話機設置支援
事業

P56

400
近年増加している高齢者の特殊詐欺被害を防止するため、
迷惑電話防止機能付き電話の購入費用に対して助成する。

2・1・13

20
安全安心まちづ
くり活動事業

P56

1,415
地域住民の連携した市内の各地域での自主的な防犯灯の設
置や防犯パトロール活動等に対する支援を行う。

2・1・13

21
自主防災組織活
性化事業

P142

2,388

住民参加による避難訓練の実施や自主防災組織が行う活動
に対する支援を行うとともに、地域防災活動の中心的役割
を担う「防災リーダー（防災士）」を養成し、災害時に被
害を減らす「減災」を図る。9・1・5

福祉・保健・教育・防災等の市民ニーズに対応した地域拠
点及び市外来訪者との交流の場として完成した複合支所の
外構工事を行う。2・1・5

22
安心院地域複合
支所建設事業

P47

162,100

23 (新)
院内文化交流
ホール30周年記
念事業

13
ふるさと応援基
金事業

P49

300,001
ふるさと宇佐市を応援したいと考えている市外の宇佐市出
身者等、趣旨の賛同者から「ふるさと応援寄附金」を募
り、寄附者の思いを市の施策に反映する。2・1・7

14
地域おこし協力
隊活用事業

P49

45,473

総務省の地域おこし協力隊制度を活用し、周辺地域への移
住支援や地域コミュニティ組織の活動支援、空き家の掘り
起こしや案内等を行う「地域おこし協力隊員」を配置す
る。2・1・7

15
「うさ暮らし」
移住満足度100%
事業

P49

48,458

空き家の解消や移住促進による地域活性化を図るため、移
住希望者の受入体制づくりを行うとともに、大都市圏での
移住相談会などで積極的なＰＲを行う。また、集落定住支
援員を雇用し、ＵＩＪターン者への空き家の案内や田舎暮
らしに対する支援を行う。

2・1・7

16
結婚新生活応援
事業

P49

3,000

経済的理由で結婚に踏み出せない低所得者を対象に、結婚
の希望をかなえるため、結婚に伴う新生活の経済的支援と
して住居の賃借に係る費用の一部を助成し、婚姻数の増加
を図る。2・1・7

P162

545
院内文化交流ホール開館30周年記念事業として記念コン
サートを開催するほか、交流ホールを活用したイベントを
開催する団体に対する支援を行う。10・5・6

17
新コミュニティ
形成推進費

P61

78,617

過疎化や高齢化等による地域コミュニティの衰退を防ぐた
め、住民自治組織と行政の協働による新たな地域コミュニ
ティの形成を推進する。（事業費内訳：安心院地域14,860
千円、院内地域12,089千円、宇佐地域48,298千円）2・1・22

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳
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市民生活部関係市民生活部関係市民生活部関係市民生活部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

【生活環境課】
国
県 10,000
起債
その他 1,000
一財 16,810
国
県
起債
その他

一財 1,070
国
県
起債 172,100
その他 10,000
一財 30,324

【清掃事業局業務第二課】
国
県
起債
その他

一財 2,419

福祉保健部関係福祉保健部関係福祉保健部関係福祉保健部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

【健康課】
国
県
起債
その他

一財 7,737
国
県 20,815
起債
その他 3,236
一財 7,172
国
県
起債
その他

一財 47,467
国
県
起債
その他

一財 3,431
国
県
起債
その他

一財 2,412
国
県
起債
その他

一財 2,456
国 271
県
起債
その他

一財 11,371
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

24
小規模給水施設
整備事業

P95

4・1・7

27,810

宇佐・豊後高田・国東の3市で組織される宇佐・高田・国東
広域事務組合のごみ処理施設建設に係る経費の負担金

4・2・1

公営水道の整備が困難な小規模集落等の水問題を解決する
ため、給水施設整備を行う。

4・1・5

25
公害対策費
(臭気測定)

P97

1,070
悪臭防止法の規定に基づいた悪臭の規制を行い、適正な生
活環境の保全を行う。

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

26
宇佐・高田・国
東広域事務組合
負担金

P98

212,424

P102

2,419
放流水質の安定化を図るため、浸出水処理設備の長寿命化
対策を計画的に行う。

4・2・5

28
定住自立小児救
急医療施設負担
金

P91

7,737
定住自立圏形成協定に基づき設置している、中津市民病院
内小児救急医療センターの運営費用の一部について、負担
金を拠出する。4・1・1

29
第２次救急医療
施設運営費

P91

31,223
休日・夜間の救急医療体制確保のため、指定病院に対して
国庫基準に基づく人件費の補助を行う。

4・1・1

30
予防事業
（インフルエン
ザ）

P93

47,467
インフルエンザの発症数の減少及び流行の蔓延を防ぐた
め、高齢者に対し予防接種の助成を行う。

4・1・2

31
健康チャレンジ
事業

P93

3,431
高血圧症、糖尿病などの生活習慣病受診率が高い現状を改
善するため、毎日の生活において一人ひとりが健康課題を
意識して健康づくりに取り組む運動を展開する。4・1・2

32
減塩・適糖キャ
ンペーン事業

P93

2,412
有病者数の最も多い高血圧・糖尿病の発症予防、重症化防
止のための減塩・適糖を中心とした食生活の改善を健康づ
くりとして取り組み、市民生活への定着を図る。4・1・2

33
高齢者肺炎球菌
ワクチン接種事
業

P93

2,456
高齢者への肺炎球菌予防接種費用の一部を助成することで
接種を推進し、肺炎感染の予防を図る。

4・1・2

34
がん検診推進事
業

P95

11,642
がんによる死亡者数の減少やがんの早期発見、早期治療に
つなげるため、がん検診無料クーポン券を配布し、がん検
診の受診率向上を図る。4・1・4

27 (新)
不燃物処理場改
修事業

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳
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福祉保健部関係福祉保健部関係福祉保健部関係福祉保健部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

国
県 1,832
起債
その他 958
一財 65,509

【福祉課】
国
県 72,350
起債
その他

一財 75,317
国 798,226
県 406,837
起債
その他

一財 441,232
国 6,186
県 3,093
起債
その他

一財 23,268
国 10,650
県 5,325
起債
その他

一財 5,326
国 2,999
県 1,499
起債
その他

一財 1,500
国
県
起債
その他

一財 2,757
国
県
起債
その他

一財 165

【子育て支援課】
国
県
起債
その他 27,000
一財 28,172
国
県 635
起債
その他

一財 635

国

県 3,123

起債

その他

一財 3,151

国
県 300
起債
その他

一財 300
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

46 (新)
子どもの居場所
づくり推進事業

P79

600

子どもの貧困対策として、放課後等に食事・学習・団らん
等を通して豊かな人間性および社会性を身に着ける子ども
の居場所づくりを推進するため、子ども食堂の開設費用や
機能強化に対する助成を行う。3・2・1

35 健康診査

P95

68,299

特定健診、がん検診などを実施し、生活習慣病にならない
ための保健指導や、がんの早期発見などにより医療費低減
にむけた取り組みを行う。さらに、大腸がん・乳がん・子
宮頸がんの検診の自己負担額をワンコイン（500円）にし、
受診率向上を図る。

4・1・4

36
重度心身障害者
医療費給付事業

P73

147,667
重度心身障害者の疾病又は負傷について、医療保険による
治療が行われた場合、その自己負担相当額を公費で負担す
ることにより、福祉の増進を図る。3・1・3

37
障害福祉サービ
ス事業

P77

1,646,295
障がい者（障がい児）が安心して暮らせるよう支援し、か
つ自立を助けるため、障害者総合支援法に基づき介護給付
及び訓練等給付を行う。3・1・8

38 (拡)
相談支援事業・
相談支援機能強
化事業

P78

32,547

障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことが
出来るよう、障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の
提供者等の便宜を供与することや、権利擁護のために必要
な援助を行う。
　拡充内容：相談支援業者に専門員職を配置

3・1・9

39
日常生活用具給
付事業

P78

21,301
重度障がい者の日常生活の便宜を図るため、ストーマ装具
や人工内耳（体外機）など必要とする用具を給付または貸
与する。3・1・9

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

40 移動支援事業

P78

5,998
屋外での移動に困難な障がい者・児の外出支援を行うこと
により、地域での自立生活及び社会参加を促す。

3・1・9

41
重度障害者タク
シー料金助成事
業

P78

2,757
重度障がい者にタクシー券を交付し、運賃の一部を助成す
ることで、日常生活の利便及び社会活動の範囲の拡大を図
り、重度障がい者の社会参加及び福祉の向上に資する。3・1・9

42

東京2020パラリ
ンピック聖火
フェスティバル
実施事業

P78

165
日本国内各地で開催される聖火フェスティバルを宇佐市で
も開催することにより、パラリンピックへの関心や祝祭感
を最大限に高める。3・1・9

43
すくすく子育て
祝金事業

P79

55,172

子育て世帯の経済的負担軽減を図るため、出産および小中
学校入学を祝福する祝金を支給する。
【支給金額】
　・出産祝金：第1子、第2子…5万円、第3子以降…7万円
　・入学祝金：小学校…3万円、中学校…5万円

3・2・1

44
教育・保育の質
向上支援事業

P79

1,270
市内の保育所等に従事する保育士、幼稚園教諭等を対象に
研修を実施することで、専門性の向上と質の高い人材確保
を図る。3・2・1

45（拡）
おおいた子育て
ほっとクーポン
活用事業

P79

6,274

子育て家庭の精神的、身体的、経済的負担軽減のため、地
域の子育て支援サービス（病児病後児保育、インフルエン
ザ予防接種等）等に利用できるクーポンを交付する。
　対象：平成28年4月1日以降に出生した児童
　交付額：養育する子どもの数に乗じた額を交付する
（第1子：1万円、第2子：2万円、第3子：3万円、…）
　拡充内容：対象に消耗品（オムツ等）を追加

3・2・1

9



福祉保健部関係福祉保健部関係福祉保健部関係福祉保健部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

国 7,733
県 7,733
起債
その他

一財 7,734
国 5,950
県
起債
その他

一財 5,950
国 7,858
県 8,554
起債
その他

一財 8,556
国 61,017
県 62,351
起債 22,000
その他 30,000
一財 16,518
国 12,631
県 12,631
起債 8,000
その他

一財 4,633
国 61,629
県 7,354
起債
その他

一財 31,690
国
県
起債
その他

一財 7,118
国 1,062
県 1,062
起債
その他

一財 1,063
国
県
起債
その他 3,900
一財 3,900
国
県
起債
その他 750
一財 750
国 2,363
県 1,181
起債
その他 1,000
一財 182
国 4,716
県 4,716
起債
その他

一財 5,543
国
県
起債
その他

一財 5,641
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

49 一時預かり事業

P81

24,968
保護者の育児疲れ解消、急病や断続的勤務、短時間勤務な
ど、勤務形態の多様化に伴う一時的な保育の需要に対応す
る。3・2・2

50
放課後児童健全
育成事業

P81

191,886

昼間保護者のいない家庭の児童に対し、適切な遊び及び生
活の場を与え、健全育成を図る。児童クラブの運営を委託
して行うとともに、低所得世帯等の負担金を減免すること
で負担の軽減を図る。3・2・2

51
地域子育て支援
拠点事業

P81

37,895

地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、保育
所等において、子育て家庭の支援や子育てサークル活動の
育成・支援などを行い、子育て家庭が持つ不安や悩みを解
消するとともに、子育て中の家庭が互いに交流できる場を
提供する。

3・2・2

52
保育所緊急整備
事業

P81

100,673
保育所、認定こども園において、児童が安心して生活でき
る環境を確保するため、老朽化に伴う施設整備に要する費
用の一部を助成する。3・2・2

53 障害児保育事業

P81

7,118
障がい児の保育を推進するため、障がい児の受入を実施し
ている施設に対し、その経費の一部を補助する。

3・2・2

54
延長保育促進事
業

P81

3,187
勤務形態の多様化に伴い、保育所、認定こども園の開所時
間中の児童の送迎が困難な家庭に対応するため、通常の開
所時間を超えて開所する保育所等に対して補助を行う。3・2・2

55
保育士等の確保
対策事業

P81

7,800
安定的に保育士を確保できる環境を整備するとともに、年
間を通した教育、保育ニーズに対応するため、人件費の一
部を保育所等に助成する。3・2・2

56
保育士人材確保
支援事業

P81

1,500

市内の民間保育施設等を運営するにあたり、新規に常勤保
育士等の雇用をした場合、新規保育士等に就職準備金とし
て10万円を交付することにより、施設運営に必要な人材の
確保を図る。3・2・2

57
医療的ケア児
保育支援事業

P81

4,726
日常生活を営むために医療を要する状態にある医療的ケア
児が保育所等を利用することが可能となるよう、保育所等
に看護師を配置し、受入れ体制を整備する。3・2・2

58
病児病後児保育
事業

P91

14,975

子どもが病中、病後で親が仕事や病気、冠婚葬祭などで、
昼間自宅で保育ができない場合に、一時的に預かることに
より、保護者の子育てと就労を支援する。
　定員：1日8人（1日利用、半日利用あり）4・1・1

59
乳幼児健康診査
事業

P91

5,641

乳幼児の発育発達の確認や育児相談、保健指導を行い、発
育発達に心配のある児に対して精密検査や相談指導、療育
への紹介等を行う。また、視能検査については眼科機器を
導入し、精度の高い視能検査を行うことで、目や視力等の
疾病の早期発見、早期治療につなげる。

4・1・1

11,900
保育所等において感染症対策を徹底しつつ、事業を継続的
に提供するために必要な備品やマスク・消毒液等の経費に
対する支援を行う。3・2・2

新型コロナウイ
ルス感染症対策
事業（子ども・
子育て支援事業
所）

P79

48

保育対策総合支
援事業
（感染防止対
策）

P81

47 23,200
児童福祉施設において、新型コロナウイルス感染症に対す
る体制を整え、事業を継続的に提供していくために必要な
備品やマスク・消毒液等の経費に対する支援を行う。3・2・1

10



福祉保健部関係福祉保健部関係福祉保健部関係福祉保健部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

国
県
起債
その他

一財 31,388
国
県 40,785
起債 75,700
その他 19,000
一財 14,515
国 3,091
県 3,091
起債
その他

一財 3,092
国 272
県
起債
その他

一財 273
国
県
起債
その他

一財 5,870
国
県
起債
その他 3,000
一財 18,691

【介護保険課】
国
県 41,151
起債
その他

一財
国
県
起債
その他

一財 2,000
国
県 1,400
起債
その他

一財 1,400
国
県 1,350
起債
その他

一財 1,350
国
県 343
起債
その他

一財 8,916
国
県
起債
その他 22,001
一財 2,046
国
県
起債
その他 50,001
一財 1,702

※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

60
妊婦乳幼児健康
診査費助成事業

P91

31,388

母子手帳、妊婦健診受診券の交付や妊婦健診・乳児健診等
を行うとともに、妊産婦の持つ育児不安の解消のため、産
婦人科医と小児科医の連携のもと、育児に関する保健指導
を受ける機会を提供することにより、育児不安の解消を図
る。

4・1・1

61
子ども医療費助
成事業

P91

150,000

子どもの医療費を助成することにより、保護者の経済的負
担を軽減し、疾病の早期発見と治療を促し、子どもの保健
の向上および医療費の軽減を図る。
　助成対象：0歳から中学生までの入院・通院・調剤費4・1・1

62
子育て世代包括
支援センター事
業

P91

9,274

妊娠期から18歳までの子どもと保護者に対してワンストッ
プで切れ目ない支援を行うために、子育て世代包括支援セ
ンターを設置し、妊婦、出産、子育てに関する各種の相談
に応じ、必要な情報提供、助言、保健指導等を行う。4・1・1

63 産後ケア事業

P91

545

分娩施設退院後から一定の期間、助産師等の看護師が中心
となり、母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行
うことで、産後も安心して子育てができる支援体制を確保
する。4・1・1

65
子どものインフ
ルエンザワクチ
ン接種事業

P93

21,691
インフルエンザ発症数の減少と流行の蔓延防止を図るた
め、生後6ヶ月から15歳までの子どもに対してワクチン接種
費用の一部を助成する。4・1・2

66
介護サービス基
盤整備事業

P73

41,151

高齢者が可能な限り住み慣れた地域において継続して日常
生活を営むこと可能とするため、地域の実情に応じた介護
サービス提供体制の整備を促進する。（小規模多機能型居
宅介護事業所：1ヶ所）3・1・5

67

市内の介護サービス事業所への就職及び市が定める期間勤
務した者に対して、就職奨励金及び継続勤務報奨金等を支
給することで、介護サービス事業所における人材の確保・
育成を図る。3・1・5

68
在宅高齢者住宅
改造助成事業

P73

2,800

老朽化した空調設備の計画的な更新を行い、施設利用者に
とって健全な環境のもとで適正な管理運営を行う。

3・1・5

9,259

権利擁護人材（市民後見人等）の育成を総合的に推進する
ため、総合相談窓口の設置や申立て支援等を行う。さら
に、「成年後見制度利用促進協議会」を設置し、関係機関
との連携や地域課題の検討に取り組む。3・1・5

69

子育て・高齢者世
帯リフォーム支援
事業（バリアフ
リー型）

P73

2,700

72

特別養護老人
ホーム管理費
（妙見荘空調設
備整備）

P73

51,703

敬老行事に係る経費に対する支援を行うほか、対象年齢に
到達した高齢者に対して祝金や記念品を支給する。
　敬老祝金　対象者：88歳・95歳・100歳以上
　敬老記念品対象者：95歳・100歳以上

不妊治療を受けている夫婦の経済的負担の軽減を図り、子
どもを産みたい人が産める環境づくりを推進するため、治
療費の一部を助成する。4・1・1

老人福祉費
（敬老祝事業）

P73

24,047

不妊治療費助成
事業

高齢者の安心安全確保のため、高齢者住宅におけるバリア
フリー化に係る住宅改修費の一部を助成する。

3・1・5

3・1・5

高齢者の寝たきり防止や介護者の負担軽減のため、介護認
定を受けた高齢者などの居住する住宅設備を、その居住者
に適した設備に改造するための費用の一部を助成する。

P91

5,870

70
成年後見制度利
用促進事業

P73

3・1・5

介護職人材確保
支援事業

P73

2,000

71

64

11



経済部関係経済部関係経済部関係経済部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

【農政課】
国
県
起債
その他 1,800
一財
国
県 3,000
起債
その他

一財 3,000
国
県 500
起債
その他

一財 500
国
県 750
起債
その他

一財 750
国
県 1,400
起債
その他

一財 1,200
国
県 27,499
起債
その他

一財 1
国
県 600
起債
その他

一財 600
国
県
起債
その他

一財 1,600
国
県 1,500
起債
その他

一財
国
県 186,837
起債
その他

一財 62,431
国
県 185,504
起債
その他

一財 61,637
国
県 3,196
起債
その他

一財 1,067
国
県
起債
その他

一財 9,600
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

73
青年就農準備給
付金事業

P106

1,800

74
親元就農給付金
事業

P106

6,000
農業後継者の就農意欲の喚起と就農定着を図るため、就農
前の研修段階にある親元就農予定者および就農初期段階に
ある親元就農者に対して給付を行う。6・1・5

中高年移住就農
給付金事業

P106

1,000
中高年層への新規移住と就農意欲の喚起を図るため、独立
し自営就農を目指す県外からの移住就農者に対して、研修
の間（最長2年間）の生活資金を支援する。6・1・5

青年の就農意欲の喚起を図るため、就農学校（ぶどう、小
ねぎ、白ねぎ）で就農を目指す研修者に対して、研修の間
（最長2年間）の生活資金を支援する。6・1・5

78
農業次世代人材
投資事業（経営
開始型）

P106

27,500
青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農直
後の経営が不安定な期間を支援する給付金を交付し、経営
確立に向けたサポートを行う。6・1・5

79
地域育成型就農
システム支援事
業

P106

1,200

ぶどう等の安定供給体制を強化し、市場におけるブランド
力を高めるために、生産者組織等が就農学校やファーマー
ズスクールを設置し、将来の担い手を確保、育成する取組
みの支援を行う。6・1・5

80
農業参入企業雇
用促進助成事業

P106

1,600

高齢化や担い手不足などの農業を取り巻く環境の様々な課
題の解消に向けた取組みとして、企業に地域農業の担い手
になってもらうことを目的に雇用の拡大について支援を行
い、農業企業の新規参入や規模拡大を推進する。6・1・5

81
中山間地域等担
い手交付金交付
事業

P106

1,500
農地の集積と集約化を進めていく中で、持続可能な生産が
行える体制づくりを促進するため、中山間地域の農地の受
け手（担い手）に対し支援を行う。6・1・5

82
中山間地域等直
接支払制度

P106

249,268
耕作放棄地の増加等により、多面的機能の低下が特に懸念
されている中山間地域において、農業生産の維持を図りつ
つ多面的機能を確保するための交付金を交付する。6・1・5

83
多面的機能支払
交付金事業

P106

247,141

農業農村の有する多面的機能（国土保全、水源涵養、自然
環境保全等）の維持、発揮を図るため、地域資源の適切な
保全管理を推進する地域の共同活動に対し、交付金を交付
する。6・1・5

84
環境保全型農業
直接支払交付金
事業

P106

4,263

地球温暖化対策や生物多様性保全等に効果の高い営農活動
に取り組む農業者に対して、化学肥料、農薬の5割軽減や有
機農業の取組み等に伴う追加的なコストに対して交付金を
交付し、環境保全機能の維持を図る。6・1・5

85

集落営農構造改
革対策事業（サ
ポート機構運営
補助）

P106

9,600

個々の集落や担い手では解決できない集落と担い手間の調
整や連絡を行う「地域農業経営サポート機構」の集落支援
員の人件費に対する補助を行い、地域資源をフル活用する
なかで地域農業の振興を図る。6・1・5

新規就農者負担
軽減対策事業

P106

2,600
新規就農者の経営安定を図るため、常用的に使用する機械
の補助や所得補てんを行い、円滑な経営開始等を支援す
る。

77 (新)

75

6・1・5
76

女性就農者確保
対策事業

P106

1,500
女性が働きやすい就農環境整備に取り組む経営体を支援す
るため、女性を新たに雇用するにあたり必要とする農機
具・施設等の導入経費の一部を助成する。

6・1・5

12



経済部関係経済部関係経済部関係経済部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

国
県 400
起債
その他

一財
国
県
起債
その他

一財 3,800
国
県
起債
その他

一財 2,500
国
県
起債
その他

一財 1,250
国
県 1,560
起債
その他

一財 1,590
国
県
起債
その他

一財 5,000
国
県
起債
その他

一財 5,600

【耕地課】
国
県 6,650
起債
その他 10,000
一財 2,906
国
県 7,500
起債
その他

一財 24,520
国
県 29,238
起債
その他 10,000
一財 2,302
国
県 10,902
起債
その他 1,580
一財 7,373
国
県
起債
その他 8,000
一財 3,000
国
県
起債 13,200
その他 67,570
一財 66,344

※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

87
国営かんがい排
水事業「駅館川
地区」調査

P106

3,800

駅館川総合開発事業として造成された幹線用水路等の老朽
化による機能低下や営農体系の変化に対応するため、再編
整備を目指すとともに、低コスト化や高収益化などの持続
可能な営農体系の構築を見据えた長期ビジョンの検討に取
り組む。

6・1・5

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

86
園芸団地づくり
推進交付金事業

P106

400

水田を畑地に転換し高収益品目に取り組む農業経営体の農
地の集積・集約化を支援するため、農地中間管理機構に対
し5年以上水田を貸し付ける農地所有者に対し協力金を交付
する。6・1・5

88
繁殖雌牛導入支
援事業

P110

2,500
繁殖雌牛の確保と生産性の向上を積極的に推進し、その更
新、増頭を促進するため、増頭等を行う意欲的な農家に対
して、費用の一部を助成する。6・1・7

89
酪農育成牛導入
支援事業

P110

1,250

酪農牛の確保と生産性の向上を積極的に推進し、生乳生産
の確保および経営の安定化を図るため、酪農牛の更新、増
頭を行う意欲的な農家に対して、飼養管理費用の一部を助
成する。6・1・7

90
おおいた和牛生
産向上対策事業

P110

3,150
おおいた和牛の生産基盤強化を目的とし、繁殖農家による
雌牛の増頭に要する費用の一部を助成する。

6・1・7

大豆産地拡大対
策事業

P110

5,000

94
県営・団体営事
業計画書作成費

P110

32,020

92

生産性の向上を目的とした水田表作として大豆生産拡大を
目指す農業者を支援するため、一定規模以上の大豆作付け
と基準単収以上の生産を行う生産者に対して助成を行う。6・1・8

93
国営緊急農地再
編整備事業

P110

19,556

安心院地区において、農業水利施設の老朽化、担い手不足
や高齢化による耕作放棄地の発生といった課題解決のた
め、区画整理やかん排の整備を国営事業として実施し、農
地集積や農地利用の最適化を図る。6・1・9

91

ため池等に起因する災害時の被害を最小限に抑えるため、
ハザードマップ作成による減災対策を推進する。
また、老朽化した地域農業水利施設の保全整備計画を策定
する県営事業に対して経費の一部を負担する。6・1・9

95
農業基盤整備促
進事業

P110

41,540

農地の区画狭小、排水不良や農業用水の不足等の農業基盤
課題解決のため、農作業道、農業用排水路の整備を行うと
ともに、整備済み農地の高度利用を図るため、自主施行等
による農地整備の定額助成を行う。6・1・9

96
地域農業水利施
設保全対策事業

P110

19,855

用排水路等の施設において、老朽化が原因と思われる漏水
により農業用水の安定供給に問題が生じていることから、
長寿命化や維持管理費の節減を図るとともに地域農業の生
産性の向上を図る。6・1・9

97
国土保全対策事
業

P113

11,000
地域の農産物輸送の基盤となる農道機能保全対策のほか、
生活基盤に支障をきたしているなどの地域の実状を踏まえ
た農道整備を行う。6・1・10

98
県営土地改良事
業負担金

P110
P113

147,114
地域の農業基盤における農地の区画狭小や排水不良、農業
用水の不足等の課題解決を図るため、県が行う農業生産基
盤整備に対する負担金

6・1・9
6・1・10
6・1・11

(新)
ジャンボタニシ
駆除対策事業

P110

5,600
主食用水稲におけるジャンボタニシによる食害の影響が大
きいことから、駆除薬剤購入費の一部の助成を行う。

6・1・8
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経済部関係経済部関係経済部関係経済部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

国
県 16,500
起債
その他

一財 6,752

【林業水産課】
国
県 29,826
起債
その他

一財 23,154
国
県 1,983
起債
その他

一財 992
国
県
起債
その他

一財 1,800
国
県 250
起債
その他 10,541
一財
国
県
起債
その他 9,800
一財
国
県
起債
その他

一財 3,918
国
県
起債
その他

一財 6,000
国
県
起債
その他

一財 1,500
国
県
起債
その他

一財 1,345
国
県
起債
その他

一財 2,000
国
県
起債
その他

一財 1,000
国
県
起債 18,000
その他

一財 30,000
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

108 稚魚放流事業

P118

1,345
漁業経営の安定のため、駅館川における有用魚種の放流に
ついて支援を行い、駅館川水系の漁業資源の枯渇を防ぎ、
長期漁獲の安定を図る。6・3・2

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

99 地籍調査事業費

P114

23,252
公共事業、土地取引、災害復旧事業、各種事業計画立案
等、土地に関するあらゆる施策の基礎資料として、最新の
測量技術による地籍調査を行う。6・1・12

100
有害鳥獣等被害
防止対策事業

P116

52,980

有害鳥獣による農林作物被害防止のため、電気柵、鉄線柵
の設置に係る費用について助成を行うほか、捕獲報償金を
支給し、個体数の削減と被害の減少、ジビエ利用の推進を
図る。6・2・2

101
しいたけ生産設
備整備事業

P116

2,975
安定的かつ高品質な椎茸生産を行うため、近代的で省力化
が図れる椎茸生産施設の整備について助成を行い、生産コ
ストの軽減や生産環境の改善を図る。6・2・2

102

世界農業遺産推
進事業
（原木椎茸推進
事業）

P116

1,800

椎茸種駒の購入、植菌に要する費用の一部を助成し、生産
農家の経営安定を図ることで、世界農業遺産に認定された
クヌギ林の適切な管理、保全や産地の確立、強化につなげ
る。6・2・2

103 (拡)
森林環境譲与税
関連事業

P116

10,791

森林環境譲与税を活用し、森林の有する公益的機能の維持
増進及び森林整備の促進を図る。
　拡充内容：台風等の災害時に倒木により配電線を断線さ
せる恐れのある樹木等の事前伐採を行う。6・2・2

104 (拡)民有林造林事業

P117

9,800

森林の持つ公益的機能を十分に発揮させるため、民有林に
おける保育間伐等に対して補助を行う。
　拡充内容：森林計画内森林については下刈り、保育間伐
等の補助率を増額。森林計画外森林については保育間伐等
について補助を新設。

6・2・3

105 市有林造林事業

P117

3,918
市有林の造林、間伐、下刈を行い、環境保全、災害防止の
機能の向上など適正な森林保全を図る。

6・2・3

106
水産環境整備事
業

P118

6,000
豊前海海域において、浅海域での増殖場（藻場）の造成な
どを行い、海域全体の基礎生産力の向上と資源の底上げを
図る。6・3・2

107 (新)
漁業担い手育
成・確保対策事
業

P118

1,500

新規漁業就業者の確保・育成を目的として、就業希望者が
円滑に漁業に就業できるよう漁業に関する知識や技術を習
得できる漁業学校での研修を推進し、研修期間中に必要な
給付を行う。6・3・2

109 種苗放流事業

P118

2,000

漁場環境の悪化などにより激減した主要漁獲物のクルマエ
ビ、ガザミについて、天然資源だけでの回復が困難である
ことから、種苗を放流し漁獲の増大と漁家経営の安定を図
る。6・3・2

110
養殖漁業推進事
業

P118

1,000
需要の高い海藻類（ヒジキ）の養殖漁業を支援し、所得向
上と新規就業者の確保を進めるため、干潟域を活用した養
殖希望者に初期設備経費の一部助成を行う。6・3・2

111
水産基盤整備事
業

P119

48,000
水産物の流通拠点となる漁港の整備を行い、施設の長寿命
化と集出荷機能の強化を図る。
（県管理港の長洲漁港施設整備に係る県営事業負担金）6・3・3
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経済部関係経済部関係経済部関係経済部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

【商工振興課】
国 6,202

県

起債

その他

一財 6,202

国
県
起債
その他 35,000
一財 2,240
国 2,812
県
起債
その他

一財 2,813
国 1,179
県
起債
その他

一財 1,185
国 1,000
県
起債
その他

一財 1,000
国 250
県
起債
その他

一財 250
国 750
県
起債
その他

一財 750
国
県
起債
その他

一財 600
国
県
起債
その他

一財 2,340
国
県
起債
その他 90,000
一財 5,000

【観光・ブランド課】
国 6,356
県
起債
その他 530
一財 9,214
国 467
県
起債
その他

一財 5,733
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

113
中小企業資金融
資利子補助事業

P121

37,240

新型コロナウイルス感染症の影響により売上等が減少して
いる市内の中小企業者に対し、運転資金にかかる融資の利
子相当額を補助することで中小企業者の事業継続、経営の
安定を図る。7・1・2

122
6次産業創造関
連事業

P106

16,100

宇佐の力がみなぎるグルメや名物、逸品などの高付加価値
商品の創出と消費拡大による地域産業・経済の活性化を図
るため、4つの柱（人材育成、調査研究、資源活用、販路開
拓）に沿った事業展開を図る。6・1・5

123
両合棚田再生プ
ロジェクト事業

P114

6,200

世界農業遺産の象徴的な景観でもある両合棚田の持続的な
再生を図るため、地元と連携し耕作に係る諸条件を改善す
ることで、耕作田の増加による美しい風景の復活と次世代
への継承を図る。
　事業内容：ワークショップやフォトコンテストの開催

6・1・13

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

112
USA・人材UI
ターン雇用拡大
推進事業

P104

12,404

ＵＩターン希望者に対して雇用などの情報を提供して円滑
な移住を促進する。また、地元就職の促進等を図るため、
企業見学バスツアーを行うほか、高校生の資格取得費用に
対して助成を行う。5・1・1

114
小規模事業者
持続化支援事業

P121

5,625

市内の小規模事業者の経営改善を図るとともに持続的な経
営に向け、経営計画に基づいて取り組む創意工夫を凝らし
た地道な販路開拓等に要する経費及び新型コロナウイルス
対策としてテレワーク環境整備等に係る経費の一部助成を
行う。

7・1・2

115

USA未来・産業
創造事業
（創業・起業ア
シスト事業）

P121

2,364
起業、創業による新たなビジネスや雇用創出を促進し、地
域経済の新陳代謝、活性化を図るため、これから起業、創
業を考えている人や創業間もない事業者を支援する。7・1・2

116

USA未来・産業
創造事業
（創業・起業支
援事業）

P121

2,000
新たに創業、起業を志す人に対して、施設改修や設備導入
等の新規開業に係る費用の一部助成を行うことで、地域に
おける新たな雇用の創出や地域経済の活性化を図る。7・1・2

117
クラウドファン
ディング支援事
業

P121

500
起業者や中小企業者に対し、クラウドファンディングによ
る新たな資金調達を推進することで、新たな雇用の創出及
び地域経済の活性化を図る。7・1・2

118
街なみ環境整備
地区空き家空き
店舗対策事業

P121

1,500

街なみ環境整備事業で整備された四日市、宇佐地区の活性
化を図るため、当該区域内の未使用となっている店舗、家
屋において新たに出店する事業者に対し、家賃の一部を助
成する。7・1・2

119
周辺地域コンビ
ニ設立補助事業

P121

600

周辺地域において、地域内の小売店の減少や自家用車等の
移動手段を持たない高齢者等への支援として、市税など本
来市が収納事務を行うべき料金が納付できる小売店を新規
に開業する商店主に対し、開業に要する費用の一部を助成
する。

7・1・2

120
ＵＩターン者奨
学金返還支援事
業

P121

2,340
勤労意欲のあるＵＩターン者に対し奨学金の返還の一部に
ついて補助金を交付することにより、就業支援及び定住促
進を図る。7・1・2

121 企業誘致支援費

P121

95,000
工業の振興と雇用機会の増大を図るため、市内に工場等を
設置した企業に対して奨励金を交付することで企業誘致を
促進する。7・1・2

15



経済部関係経済部関係経済部関係経済部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

国
県
起債
その他

一財 1,073
国
県
起債
その他

一財 20,103
国
県
起債
その他

一財 30,312
国
県
起債
その他

一財 3,985
国
県
起債
その他 752
一財 11,361

【文化・スポーツ振興課】
国
県
起債
その他 9,000
一財
国
県
起債
その他 1,430
一財 270

【安心院支所産業建設課】
国
県
起債 8,500
その他

一財

建設水道部関係建設水道部関係建設水道部関係建設水道部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

【土木課】
国
県
起債
その他 35,000
一財 4,500
国
県
起債 27,000
その他 20,150
一財 3,350
国
県
起債 71,500
その他

一財 100
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

124
フィルムコミッ
ション事業

P123

1,073
映画やＴＶドラマ等の撮影誘致を推進しロケツーリズムに
よる地域経済の活性化を図るとともに、市の知名度やイ
メージ向上を図る。7・1・3

125

観光戦略総合対
策事業
（情報発信強化
事業）

P123

20,103

宇佐市を広くPRするとともに観光入込客の増加を図るた
め、大都市圏等での各種イベントにおけるPR活動を行うと
ともに、SNS等を活用した情報発信、各種メディアへの広告
など効果的な情報発信を行う。7・1・3

126

観光戦略総合対
策事業
（人材・組織強
化事業）

P123

30,312

観光客の受入環境の構築を図るうえで核となる観光協会の
体制強化を図るとともに、市内観光周遊の二次交通対策の
強化や観光ガイドの人材育成を行い、受け入れ体制を整備
する。7・1・3

127

観光戦略総合対
策事業
（受入体制強化
事業）

P123

3,985
アフターコロナ対策及び東京オリンピックでのインバウン
ド誘客施策として、観光施設の整備による機能向上を図
り、交流満足度の向上を目指す。7・1・3

128
トータル観光プ
ロモーション事
業

P123

12,113
福岡、広島など大都市圏におけるプロモーション活動や各
種媒体などでのPR等による宇佐市の認知度向上を図るとと
もに、観光誘客を促進する。7・1・3

129
東京オリンピッ
ク等事前キャン
プ誘致事業

P166

9,000
東京オリンピックの事前キャンプ地として誘致活動や受入
体制の整備を行い地域活性化につなげる。

10・6・1

130
子ども達の未来
を応援する事業

P166

1,700
トップアスリートによる講演会や文化・芸術に触れるコン
サート等の様々なプログラムを開催し、次世代を担う子ど
もたちの未来を応援する。10・6・1

131
安心院フェア葡
萄酒まつり支援
事業

P123

8,500

「安心院フェア葡萄酒まつり」の開催により県内外から多
くの観光客を誘致し、特産品であるブドウやワインをきっ
かけに市内の観光地、農産物、６次産品など広く宇佐市を
ＰＲすることで、地域振興並びに地場産業の発展を図る。7・1・3

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

132
県道整備事業負
担金費

P128

39,500 大分県が実施する市内における道路整備事業の一部負担金
8・2・2

133
臨時地方道整備
事業

P128

50,500
生活道路や通学路の通行の安全を確保するため、市道の舗
装補修や改良工事等を行う。

8・2・2

134
国道沿線地域複
合施設整備事業

P128

71,600

東九州道の開通による観光や物流の変化に対応し、宇佐の
観光や産業の振興を図るため、宇佐インターから宇佐神
宮・国東地域の世界農業遺産への通過点に休憩施設及び物
産館を設置する。8・2・2

　事業名 事業費 事業概要 財源内訳番号
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建設水道部関係建設水道部関係建設水道部関係建設水道部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

国 46,359
県
起債 36,900
その他

一財 141
国 19,635
県
起債 15,300
その他

一財 65
国
県
起債
その他

一財 3,000
国
県
起債 5,000
その他

一財
国
県 10,110
起債 8,000
その他 2,022
一財 88
国
県
起債 17,000
その他

一財 6,300

【都市計画課】
国 1,000
県
起債 1,000
その他

一財
国 67,825
県
起債 100,600
その他

一財 2,539
国
県
起債
その他

一財 1,500
国
県 1,513
起債
その他 1,500
一財 15
国 6,500
県
起債
その他

一財 15,722
国
県
起債
その他

一財 3,257
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

　事業名

135
社会資本整備総
合交付金事業

P128

83,400
社会資本整備総合交付金を活用して、田所岳切線や東上田
城井線等の道路整備や法面の落石対策などの市内の交通体
系の整備を行う。8・2・2

事業費 事業概要 財源内訳

136
道路メンテナン
ス事業

P128

35,000
道路ストックの点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕
計画に基づき、橋梁・トンネル等の老朽化対策（修繕、更
新等）を実施する。8・2・2

137
安全安心みまも
り灯設置事業

P129

3,000
市民の夜間における屋外通行の安全を確保するため、街灯
や防犯灯が設置されていない集落間等にみまもり灯を設置
する。8・2・3

138 河川改修事業

P129

5,000
市が管理する準用河川及び普通河川において、集中豪雨時
に氾濫や決壊等の恐れのある河川に堆積した土砂の除去や
護岸の整備を行い、治水機能の維持と水害防止に努める。8・3・1

139
急傾斜地崩壊対
策事業

P129

20,220

市が行う急傾斜地崩壊対策事業

対象：傾斜勾配30度以上、斜面の高さ5ｍ以上、
　　　  保全人家5戸未満8・3・2

140
県急傾斜地崩壊
対策事業負担金

P129

23,300
大分県が実施する市内における急傾斜地崩壊対策事業等の
一部負担金

8・3・2

141
都市計画道路
上田四日市線整
備事業

P130

2,000
飽和状態の国道10号を補完する重要な路線として、市道USA
フラワーロード2号線から市道八幡四日市線まで都市計画道
路を新設し、快適な市街地環境の向上を図る。8・4・1

142
ＪＲ柳ヶ浦駅周
辺整備事業

P130

170,964
市の玄関口である柳ヶ浦駅周辺の拠点性の向上を図り、賑
わいを創出するため、駅前広場の整備、駅舎改修、駐車場
の整備を行う。8・4・1

143
景観形成促進事
業

P130

1,500

市景観条例に規定する景観形成重点地区において、良好な
景観形成に資する行為（建築物等の修理・修景、外観の変
更、生垣の設置等）を行う者に対し、経費の一部を助成す
る。
　対象：四日市門前地区・宇佐勅使街道地区

8・4・1

144
風景を楽しむス
ポット再生事業

P130

3,028

市内に点在する素晴らしい景観の維持・保全を図るため、
景観の阻害要因となっている支障木の伐採を行う。

　事業計画：打上橋・打上水路橋8・4・1

145

都市計画マス
タープラン・立
地適正化計画策
定事業

P130

22,222

まちづくりの方針を示した都市計画マスタープランの見直
しを行うとともに、人口減少・高齢社会に対応した持続可
能なまちづくりを進めるため、コンパクトシティ形成に向
けた立地適正化計画を策定する。8・4・1

146
花いっぱい運動
事業

P132

3,257

地域や地元企業など市民との協働による街の良好な景観形
成の取り組みの一環として、市内を横断する幹線道路（県
道和気佐野線）の植樹帯に四季折々の花を植え、緑豊かな
自然環境の保全を図る。8・4・2

番号
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建設水道部関係建設水道部関係建設水道部関係建設水道部関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

【建築住宅課】
国 109,893
県
起債 197,900
その他

一財 5,664
国
県
起債 1,000
その他

一財 77
国 608
県
起債 1,300
その他

一財 39
国 5,055
県
起債
その他

一財 5,056
国 1,940
県 966
起債
その他

一財 974
国 4,989
県 175
起債
その他

一財 5,036

【上下水道課】
国 13,326
県 11,302
起債
その他

一財 16,024

教育委員会関係教育委員会関係教育委員会関係教育委員会関係 （単位：千円）
予算書（頁）

款・項・目

【教育総務課】
国
県
起債
その他 3,900
一財 3,240

【学校教育課】
国 2,440
県
起債
その他

一財 90,046
国
県
起債
その他

一財 21,121
国
県 4,961
起債
その他

一財 3,379
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

149

公営住宅ストッ
ク総合改善事業
（給水設備改
修）

P135

1,947

公営住宅の老朽化した給水管の更新を実施することで、設
備の長寿命化を計画的に進め、入居者の公衆衛生の維持・
を図る。

　事業計画：渚団地1100棟給水管改修
8・5・3

150 (新)

公営住宅ストッ
ク総合改善事業
（長寿命化計画
策定）

P135

10,111
「宇佐市公営住宅等長寿命化計画」を改定することによ
り、予防保全的な管理を計画的に実施し、ライフサイクル
コストの縮減と事業量の平準化を図る。8・5・3

147

公営住宅等整備
事業
（中須賀団地建
替事業）

P135

313,457

老朽化が著しい中須賀団地の建て替えを行い、快適な居住
環境を整備する。

　事業計画：２棟新築工事8・5・3

148
公営住宅ストッ
ク総合改善事業
（水洗化）

P135

1,077

公営住宅のトイレの水洗化及び洋式化を実施することで入
居者の公衆衛生の向上を図る。

　事業計画：下山団地排水施設改修8・5・3

151
木造住宅耐震化
促進事業

P135

3,880
地震による建築物の倒壊等の被害から市民の生命及び財産
を保護するため、耐震診断または耐震改修に要する経費の
一部を助成する。8・5・4

152 (拡)
老朽危険家屋等
除却促進事業

P135

10,200

安全・安心な住環境づくりを促進するため、老朽化し危険
な空き家やブロック塀の除却費の一部を助成する。

　拡充内容：特定空家等除却補助金を新設8・5・4

153
浄化槽設置整備
事業

P97

40,652
生活排水による水質の汚濁を防止し、生活環境の保全を図
るため、合併処理浄化槽の設置に要する費用の一部を助成
する。4・1・9

番号 　事業名 事業費 事業概要 財源内訳

154
小学校遊具更新
事業

P147

7,140

155
小中学校教育シ
ステム最適化事
業

P145

92,486
小中学校の教育システムを構築するとともに、ＩＣＴ支援
員を配置し、プログラミング教育などの情報活用能力の育
成を図る。10・1・3

156 21,121

小中学校へ外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣することによ
り、外国語への興味・関心や意欲を高めるとともに、国際
的な視野を持ち、豊かな国際感覚をもつ児童生徒を育成す
る。10・1・3

157
スクールソー
シャルワーカー
活用事業

P145

8,340

教育・福祉の専門知識を有するスクールソーシャルワー
カーを学校へ派遣し、いじめや不登校等の問題を抱えた児
童生徒を支援するとともに、学校の問題解決能力の向上を
図る。10・1・3

外国語指導助手
派遣事業

P145

「小学校における屋外遊具に関する改修等計画」に基づ
き、老朽化した学校屋外遊具を計画的に点検、修繕、整備
することで、児童の安全な遊び場の確保及び教育環境の充
実を図る。10・2・1
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教育委員会関係教育委員会関係教育委員会関係教育委員会関係
予算書（頁）

款・項・目

国
県 7,728
起債
その他

一財 8,937
国
県
起債
その他 50,000
一財 74,630
国
県
起債
その他 10,000
一財 6,953
国
県
起債
その他

一財 2,328
国
県
起債
その他 5,500
一財 6,768
国
県 1,388
起債
その他

一財 1,232
国
県
起債
その他 10,000
一財 3,930

【社会教育課】
国
県 2,709
起債
その他

一財 2,305
国
県
起債 32,100
その他 10,000
一財 1,012
国 10,310
県 1,649
起債
その他

一財 8,667
国 1,348
県
起債
その他 350
一財 1,349
国 5,640
県
起債
その他

一財 5,640
国 7,297
県
起債
その他

一財 7,503
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

158
スクール・サ
ポート・スタッ
フ配置事業

P145

16,665

学校にスクール・サポート・スタッフを配置することによ
り、教員が児童生徒と向き合う時間および個々に応じた細
かな教育や十分な教材研究等を行う時間を確保し、学校教
育活動体制の整備を図る。10・1・3

159
学校教育支援教
員等配置事業

P145

124,630

特別支援教育支援員の配置及び複式授業改善臨時講師、多
人数学級支援教員、習熟度別学習指導教員を各校それぞれ
の実態に合うように配置し、児童生徒一人ひとりに合った
きめ細やかな支援・指導を行う。10・1・3

160
学校図書館活用
推進事業

P145

16,953
子どもたちが読書に親しむための支援体制を整備するとと
もに、魅力ある図書館づくりを推進するため、学校司書を
派遣・配置する。10・1・3

161
フッ化物洗口実
施事業

P145

2,328
虫歯予防に効果が認められているフッ化物でうがい（洗
口）をすることで、児童生徒の虫歯発生率の低下を目指
す。10・1・3

162
デジタル教科
書・副読本購入
事業

P149
P151

12,268
紙の教科書に加え、デジタル媒体の「動く、音声の出る」
授業を行うことにより、児童・生徒の集中力の向上並びに
学力の向上を図る。10・2・2

10・3・2

163
部活動指導員活
用事業

P151

2,620
部活動の充実・活性化を図るとともに、教員の負担軽減を
目指し、部活動指導や生徒の引率及び監督等を行う部活動
指導員を中学校に配置する。10・3・2

166

164
小中学校図書購
入事業

P149
P151 児童生徒の読書環境の充実や魅力ある図書館づくりを推進

するため、各学校図書館の既存図書の適正な更新を行い、
読書意欲の向上を図る。10・2・2

10・3・2

13,930

165
10・5・1

10・5・2

小学生チャレン
ジ教室事業

P154

5,014
放課後の時間を活用し、地域住民の支援のもとで様々な体
験活動や補充学習を行える環境を整備することにより、学
力の向上に加え、社会性や自主性の育成を目的とする。

169
宇佐海軍航空隊
跡保存整備事業

P165

11,280
「第2次宇佐海軍航空隊跡保存整備計画」に基づき、宇佐海
軍航空隊跡の遺構群の保存整備を行う。

10・5・8

170
空がつなぐま
ち・ひとづくり
交流事業

P165

14,800

かつて海軍航空隊が存在した兵庫県加西市、鹿児島県鹿屋
市、兵庫県姫路市とともに「空がつなぐまち・ひとづくり
推進協議会」を設立し、連携して戦争遺構を活用したまち
づくりに関する事業展開を図る。
　事業計画：平和ツーリズムのモニターツアーの実施

10・5・8

番号 　事業名 事業費 事業概要

168 宇佐学講座事業

P159

3,047

167
史跡宇佐神宮境
内宮迫地区保存
整備事業

P159

宇佐地域公民館
施設整備事業
（長洲公民館）

市内の各種文化財を市民が直接接する機会を作ることで郷
土愛の醸成を図る。
　事業計画：歴史講座・バス研修の開催
　　　　　　オオサンショウウオ関連の教材製作・展示10・5・4

財源内訳

20,626
史跡宇佐神宮の構成物件として、当時の絵図に記述をされ
ている旧栄興寺跡心乗坊表門について、経年劣化による老
朽化の解消のため修繕を行う。10・5・4

P156

43,112

地域コミュニティの中核的な機関として昭和46年に建築さ
れた長洲公民館の老朽化等を解消するとともに、長洲出張
所と複合した施設整備を行い、生涯学習の推進と利便性向
上を図る。
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消防関係消防関係消防関係消防関係
予算書（頁）

款・項・目

【消防本部総務課】
国
県
起債 39,200
その他

一財 765
国
県 4,400
起債 15,400
その他

一財 345
国 5,486
県
起債 7,500
その他

一財 78
国
県
起債 19,400
その他

一財 4,603
※ （新）は「新規事業」、（拡）は「拡充事業」

番号 　事業名

171
消防救急車両整
備事業

P137

39,965
消防力を強化することで市民の生命・身体・財産の保護を
図るため、消防・救急車両の計画的な配備や更新を行う。
　整備計画：消防ポンプ車更新9・1・1

172
消防積載車購入
事業

P140

20,145
市民の生命、身体及び財産の確保を図るため、消防積載車
の計画的な配備や更新を行う。
　整備計画：小型動力ポンプ付消防積載車更新 ３台9・1・2

173
耐震性貯水槽整
備事業

P141

13,064

迅速な消火活動や延焼防止、大規模災害時の生活用水とし
てのインフラ整備の充実を図るため、耐震性貯水槽を設置
する。
　整備計画：耐震性貯水槽新設２基9・1・3

174
消防格納庫整備
事業

P141

24,003
消防団活動の迅速化・円滑化を図るため、老朽化が著しい
消防活動拠点施設である消防格納庫の建替えを行う。
　整備計画：安心院第18分団格納庫9・1・3

事業費 事業概要 財源内訳
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地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

（歳入）

・地方消費税交付金（社会保障財源化分）

（歳出）

・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他
うち社会保障財
源化分の市町村
交付金

地 域 福 祉 事 業 62,444 13,672 25 48,747 6,745

障 害 者 福 祉 事 業 2,332,512 1,646,484 57 685,971 94,913

高 齢 者 福 祉 事 業 300,448 5,608 109,256 185,584 25,678

社会 児 童 福 祉 事 業 3,724,339 2,609,336 30,000 143,626 941,377 130,251

福祉 母 子 父 子 福 祉 事 業 336,547 121,796 600 214,151 29,630

生 活 保 護 扶 助 事 業 1,363,344 1,052,377 3 310,964 43,026

市立保育所運営事業 78,179 3,379 74,800 10,350

小 計 8,197,813 5,449,273 30,000 256,946 2,461,594 340,593

介 護 保 険 事 業 1,031,230 124,086 150,000 757,144 104,760

社会 国 民 健 康 保 険 事 業 470,545 253,622 216,923 30,014

保険 後期高齢者医療事業 1,158,137 179,029 979,108 135,471

小 計 2,659,912 556,737 0 150,000 1,953,175 270,245

疾 病 予 防 対 策 事 業 204,360 6,312 1,158 196,890 27,242

保健 医療提供体制確保事業 47,991 20,815 3,236 23,940 3,312

衛生 母 子 保 健 事 業 372,130 67,666 75,700 22,000 206,764 28,608

小 計 624,481 94,793 75,700 26,394 427,594 59,162

合 計 11,482,206 6,100,803 105,700 433,340 4,842,363 670,000

670,000千円

（地方消費税交付金総額　1,205,000千円）

11,482,206千円

事 業 名 経　費

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

【【【【令和３年度令和３年度令和３年度令和３年度 当初予算当初予算当初予算当初予算】】】】
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130,635千円130,635千円130,635千円130,635千円

（単位：千円）

事 業 事 業 費

国県支出金 市 債 そ の 他

下水道事業（繰出金） 519,106 519,106

公共下水道整備関連 うち都市計画税

130,635

○都市計画税の使途内訳○都市計画税の使途内訳○都市計画税の使途内訳○都市計画税の使途内訳

都市計画税収入額都市計画税収入額都市計画税収入額都市計画税収入額

財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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